


　  「健幸都市」をめざす都市像として
　「市民が健康で幸せに暮らすこと」は、市の究
極の目標です。「健幸都市」を市民とめざす都市
像とし、すべての市の事業を体系づけて取り組め
ないか尋ねました。市長は、「政策の基本方向の
一つ」と現状維持の姿勢。
　一方で、他自治体では、市民の健康づくりを促
すために、公共交通の利用促進、歩きたくなるま
ちづくりなど、総合的な取り組みが広がっていま
す。扶助費を抑制し、事業の財源を確保すること
は、どの自治体にとっても喫緊の課題なのです。

　 健康ポイント事業を全庁での取り組みに
　9月からさがみはら健康ポイントモデル事業が
始まっています。万歩計の歩数や体組成計の数
値、市の指定した事業への参加でポイントがたま
り、商品券に交換できる制度で、事業費は国の補
助金頼み。予定より交付額が減り、公募数を1500
人から1000人に変更して実施しています。
　この事業を市民活動や市の事業などと結びつ
け、運動のきっかけづくりだけでなく、市民同士
の交流や市内経済の循環、観光振興につなげ
て、継続的、発展的な取り組みにするよう提案し
ました。残念ながら前向きな答弁はなく、新たな
事業や全庁的な事業を始めるには、職員の組織
のあり方に課題があると痛感しました。財政が厳
しいからこそ、今ある事業を新たな視点で見直
し、限られた財源を
効果的に活用する知
恵と工夫、発想の転
換が必要ではないで
しょうか。

　  通級指導教室の充実を
　発達特性に課題のある児童
生徒が通う情緒障害通級指導
教室。在籍者数は年々増加し、5年前の2.8倍、
150人が週1回通っています。小学校2校、中学校
3校の拠点校方式のため、保護者が送迎するこ
とや在籍校と通級指導教室の連携が課題です。
国の調査では、通常学級の6.5％が「発達障害の
可能性のある特別な教育的支援を必要とする児
童生徒」となり、本市では、3300人を超すと推計
されます。また、法改正により、通常学級での支
援の充実が求められています。
　そこで、専任の教員が在籍校に出向くなどの方
法により、校内に通級指導教室を置くことはでき
ないか尋ねました。答弁では、専門性を持つ教員
や教室の確保が必要なことから実現には課題が
あるが、来年度当初には「発達障害のある子ども
の理解と支援の手引き」を通常学級の担任に配
布し、各校にいる支援教育コーディネーターの資
質を高め、臨床心理士等の資格を持つ支援教育
指導員の巡回相談を充実させるなど、個別支援
の充実に努めるとのことでした。

　 自己肯定感を育む取り組みを
小中学校でのつまづきは、子どもの一生を左右し
ます。とりわけ自己肯定感を育み、二次障害を予
防する取り組みは重要です。自立活動支援を丁
寧に行うこと、効果的な支援方法や学習教材の
工夫で学力を伸ばすこと、その工夫は教職員の共
有財産にすること、教員の力量により子どもの学
びや成長が損なわれることがないよう、「チーム
相模原」での対応を求めました。
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　現在、市立小中学校の教職員は、県の職員ですが、
法改正で4月からは市の職員となります。教職員の給与
には、県税の2％と国からの地方交付税が充てられま
すが、地方交付税の一部が臨時財政対策債（借金）に
なるため、その分が市債として積み上がります。29年度
予算では給与総額約215億円のうち、県税が142億円、

小中学校の教職員も市の職員に

地方交付税が29億円、臨時財政対策債が44億円の見
込み。また、市の職員定数は現在4660人ですが、教職
員の3140人が加わって7800人になります。教職員が市
の職員になることで、子どもたちの学ぶ環境が充実す
ることを期待します。

 「健幸都市さがみはら」への取り組みを  発達特性に応じた支援の充実を
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　 こども・若者未来局が誕生！
　4月から「こども・若者未来局」が設置されま
す。健康福祉局内のこども育成部の職員（約600
人）と保健所内の母子保健（妊婦や乳幼児の健
診等）や療育（発達障害支援等）に関わる職員
（約100人）が一緒になり、こどもや若者（40歳
未満）に関する事務を推進していきます。また、
のもとが早期の設置を要請していた「（仮）子育
て世代包括支援センター」（妊娠期から子育て
期まで切れ目なく支援してい
く）が、各区に設置されるこ
とになりました。社会で支え
る子育ち、子育てに向けて大
きな前進です。

    小児医療費助成、中3まで拡大へ
　市長の公約である小児医療費助成の対象年
齢拡大。30年度から小6までから中3までに拡
大する方針です。横浜市と川崎市は、4月から小6
までに拡大し、窓口で500円を支払う一部負担
金制度を導入します。町田市、八王子市では、中
3までが対象で窓口負担は200円です。
　なぜ、自治体によって違うのか。東京都では、
都が中3まで助成していますが、神奈川県は就
学前まで。それ以上は市町村で負担しなければ
なりません。本市では、27年度に小3から小6ま
でに拡大。その際、対象者は14000人増え、助成
額は年間4億円増えて、今年度の予算は、21億9
千万円です。中3まで拡大すると、さらに対象者
は約13000人、助成額は3億2千万円増えて、そ
の分他の予算を減らすことになります。全国どこ
でも安心して医療が受けられるよう、国がしっか
り保障すべきと考えます。
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　 議員OBが多数を占める市選管に
　颯爽の会が辞退した市選挙管理委員会の委
員の推薦。他会派の推薦名簿には、なんと議員
OBがずらり（委員4名のうち3名、補充員4名のう
ち2名）。議場では退席をして、反対の意思を示
しました。委員長も副委員長も議員OBです。

　 補正予算で学校の環境整備が進みます
　国の補正予算を活用し、体育館の改修（中野
小、内出中など）、トイレの整備（作の口小など）、
エアコンの設置（大沢小、橋本小、中沢中、鳥屋
中、北相中、内郷中など）が進みます。工事は来年
度。全中学校でエアコン設置が完了します。

    美術館建設協力金は1億5千万で和解へ
　10年前、日本金属工業株式会社（旧日金工）
から申し出があった3億円の文化施設建設協力
金。美術館建設を条件に確認書が交わされまし
たが、市側の事情や会社の合併もあり、寄附の
履行期限（26年3月末日）が過ぎたことを理由
に、日新製鋼株式会社（旧日金工の合併先）は、
失効を主張。市が調停を申し立て、1年にわたる
調停の結果、1億5千万円で和解することに。
　市は、この解決金を文化振興基金として積み
立て、「アートラボはしもと」の再整備（仮称・美
術館橋本）等に使う方針です。3億円の寄附を見
込み、今年度中に行う予定だった基本設計は、
延期になりました。

   ふるさと納税の返礼品がスタート
　生まれ育ったふるさとを出て都市部で働いて
いる人が、ふるさとを応援したり、がんばってい
る自治体を応援したりする仕組みとして生まれた
ふるさと納税。返礼品合戦が繰り広げられてい
ます。28年度予算では、相模原市への寄附が2
千万円なのに対し、市民が他の自治体に寄付し
たことによる控除額は、2億9千万円に上る見込
み。本市も12月から73コースの返礼品を用意。
5000円からの寄附で、金額に応じて、特産品、体
験コース、遊園地券、JAXA関連グッズなどを選
べます。申し込みは、「楽天ふるさと納税」「ふる
さとチョイス」「ヤフー公金支払いふるさと納
税」のHPから。市民も寄附できます。

ふるさと納税　
相模原市の返礼品の例

認知症になっても安心して暮らせ
るまちづくり「RUN伴さがみはら」
に参加  （2016/9/10）


